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終 章

｛本論文は，（中）より続くものである。｝

本章では，序章・第１章で述べたロシアの職

業教育に内在する諸問題の検証結果を総括し，

そこから導き出された「ロシアの経済構造転

換期における職業教育の課題」を述べる。経

済発展と職業教育との関連において，旧ソ連

邦の「教授・学習と生産労働」との結合とい

う教育指導原理は，職業資格取得制度と職業

教育とを分離することなく，ロシア連邦の職

業教育に基本的に継承された。その継承され

たロシア連邦の職業教育を基礎として，ロシ

アの経済構造転換期における職業教育の典型

的課題は，「国家教育スタンダード」政策，

および，「就業契約」政策である。それらの

課題に基づき３つの職業分野の実態を検討し

次の点が明らかになった。

サハリン州の３つの職業教育実態を分析

した結果は，以下の通りである。

第１に，ロシアの経済構造転換期において，

経済発展と職業教育との関連にとって必要不

可欠な要素は，「技術進歩」と「教育サービ

スの質の向上」である。この２つの要素に基

づき，定めた職業教育の定義（＝「教育者が，

現実の経済にとって有意味な職業分野に対応

する将来の専門家に対し，知識の探求，獲得，

および，熟練技術の発展と関連付けられた活

動能力を育て支援すること」）は，成立し機

能し得る。すなわち，ロシアにおける職業教

育は，経済発展と職業教育内容とのミスマッ

チの実態を解消するために現代技術進歩と熟

練技術の発展との懸け離れた距離を近づける

必要性がある。また，ロシアにおける職業教

育は，1999年より，専門教育機関の生き残

りが現実的な課題となるに伴い「教育サービ

スの質」向上が社会問題化した。

同時に，ロシアの経済構造転換期における

職業教育の基本的特徴は，ロシア連邦の職業

教育が，旧ソ連邦の統一的職業教育を継承し

たことである。「石油ガス採掘技術者」養成

と「看護師」養成では，「生産実習」時間数

でも，科目内容でも，旧ソ連邦時代の教育指

導原理が明らかに継承されていた。すなわち，

「石油ガス採掘技術者」と「看護師」養成分

野で学生は，「生産実習」に総授業時間数の

70％と63％を費やし，「生産実習」科目で課

題意識を持ち教師から理論的教授を受け，課

題解決を図るという同教育指導原理に適合す

るに十分な授業時間数を割いたのである。ま

た，「建設技術者」養成では，「生産実習」の

授業時間数は38％で低く，同教育指導原理

の形骸化が相対的に大きかった反面，科目内

容で形骸化せず生き残っていた。すなわち，

第２ では，オートメーション化に対応

し得るように基礎的な「数学」と「物理学」

および「言語学：(「建設業」分野の）英語」

科目を相互に関連付けながら学生に習得させ

た。

その職業教育と経済発展との関連において，

一方で，州職業教育は，地域経済の職業教育

において「石油ガス採掘技術者」養成に特化

した結果，職業分野においても不均衡が著し

かった。つまり，外資導入による「石油ガス
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業」一辺倒の経済発展という州経済発展目標

が，将来や経済全体の発展を考えてのバラン

スあるものではなかった。地元企業は，「石

油ガス採掘業」以外の雇用拡大に繫がり得る

石油精製や石油化学のような第２次加工産業

や教育，保健，福祉といった住民の生活基盤

に関わるサービス産業への波及効果を期待し

た。ところが，現実の雇用は「石油ガス採掘

業」に限定され，利潤は，外国とロシア連邦

中央政府，および，ロシアの大規模ガス会社

「ロス・ネフチ」に渡ってしまった。

他方で，技術進歩と関連して，州「看護

師」養成は，アンクジーノフ市立病院と併設

され，施設と指導者が揃っていたために高等

専門教育水準の教育と再教育を柔軟に取り入

れ，医療の技術進歩に良く対応した。

第２に，「国家教育スタンダード」政策に

ついて次の点が明らかになった。

１つ目に，ロシア連邦の職業教育制度と職

業資格取得制度とが，州「石油ガス採掘技術

者」養成において，石油ガス開発に関わる

「石油ガス業」の一部の職業分野に関し厳格

に適用した。「建設技術者」養成においては，

厳格に適用した結果，石油ガス開発に関わる

「建設業」に対応した職業分野の専門家を養

成できなかった。また，「看護師」養成にお

いて２つの制度は，他の２つの職業分野と比

べ柔軟に適用した。つまり，婦人・産科専門

医に代わる「助産師」や「歯科医」といった

看護以外に，本来は，高等医療専門教育が果

たすべき地域医療に必要な職業分野の専門資

格取得も可能にした。

２つ目に，「国家教育スタンダード」政策

の実施に際し，「保健」分野に限り国は，「教

育サービスの質」を著しく保障した。すなわ

ち， 「看護師」養成においては，ア

ンクジーノフ市立病院に併設し，学生が病院

施設を実習に活用できるだけでなく，最先端

の医療の専門家である医師が講師となり，看

護師養成に携わった。

３つ目に，「国家教育スタンダード」専門

資格分野に対する各職業教育機関の選択幅の

柔軟化に関して，「建設技術者」養成や「看

護師」養成は，その選択できる授業時間数の

幅が著しく短く，「石油ガス採掘技術者」養

成では相対的に長かった。ところが，「石油

ガス採掘技術者」養成において は，

「国家教育スタンダード」の中から相対的に

長い14％の授業時間を使用できたが「石油

ガス採掘技術者」科目しか選択しなかった。

「建設技術者」養成において第２ は，著

しく厳格に，科目選択が制限されたが，ハバ

ロフスク機械組立工テーフニクムは，より柔

軟な科目選択ができた。そして「看護師」養

成において，９％の授業時間しか使用できな

かったが，地域事情を反映した相対的に柔軟

な科目選択になった。 は，14％を教

育機関が地域の実状に合わせた科目に関して，

任意選択できたにも拘らず，あくまで多国籍

企業要求に合わせて，掘削を目的とした科目

に焦点化され，一方， は，任意選択

の時間が９％しかなくても，地域の実情を反

映した内容の科目選択が実施された。問題は，

専門教育機関側が任意選択できる授業時間の

短さではなく，「国家教育スタンダード」の

専門資格に対応する教育機関の科目選択の仕

方にあった。

第３に，「就業契約」政策について次の点

が明らかになった。

１つ目に，企業業種別の「就業契約」政策

は，「就業契約」率が「石油ガス採掘技術者」

養成で，著しく低く，「建設技術者」養成で

低く，そして，「看護師」養成で高かった。

つまり，「石油ガス採掘技術者」養成におい

ては，1995－1996学年度以降，著しく少人

数で契約締結を成立させた。「建設技術者」

養成においては，より開始が遅い1999－

2000学年度以降，相対的に少人数で契約締
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結を成立させた。そして「看護師」養成は，

1999－2000学年度以降に，被授業料支払学

生の60人（同学年在籍学生数の30％）で，

契約締結を成立させた。

契約締結時期の差および締結人数の差に関

する理由として，「石油ガス採掘技術者」養

成において は，1998年予定の「サ

ハリン 」石油生産，輸出を予定して「石油

ガス採掘技術者」の雇用拡大を目標にしたた

め取り組みが早かった。しかし，「石油ガス

採掘業」が機械（資本）集約的な職業分野で

あったため，2001－2002学年度で，８人と

極めて少人数になった。「建設業」養成にお

いて，契約開始時期が遅れたのは，旧ソ連邦

の「職業配分」政策メカニズムが旧ソ連邦崩

壊と性急な市場経済導入による経済的混乱で

崩壊したため，および，1994年までに，大

規模建設業企業が倒産し，経済的余裕のない

小規模建設業企業しか起業していなかったた

めである。また，「建設業」は，機械集約的

な「石油ガス採掘業」と異なり労働集約的な

産業であったために，就業契約数が「仕上げ

建設技術者の職長」専攻分野において，相対

的に，18人と多くなったのである。そして，

「看護師」養成において，2000－2001学年度

までは，学生全て授業料無償であり奨学金支

給を受けるメリットが少なかった。同年に，

では，授業料有償化が開始し，その

有償化問題と「就業契約」政策が合致し，公

営病院や治療機関で契約者数が急増し始めた

ためである。

２つ目に，企業規模や資本について，「就

業契約」政策は，「石油ガス採掘技術者」養

成と「建設業」養成において，中規模企業に

多かったが，「看護師」養成では，小規模医

療機関が多かった。

中規模企業に多かった理由は，1994年以

降，州において，「就業契約」を締結し得る

資本を有する大規模国営企業の90％が倒産

し，代わって，民間小規模企業が全企業・組

織の内94％を占めた。小規模企業は，資本

金が小さかったので学生に奨学金を提供でき

る余裕がなかった。それ故に，「就業契約」

を締結したのは，中規模「建設業」企業に限

られたのである。また，「看護師」養成で小

規模医療機関に「就業契約」が多かった理由

は，奨学金を支払うことのできる民間小児科

医院や歯科医院が増加したからである。

「就業契約」の締結は，「石油ガス採掘技術

者」養成において民間企業が多かった。「建

設業」養成においても，国営企業が著しく少

なく，民間企業が殆どであった。「看護師」

養成において，民間の治療，医療機関が多

かったが，公営もあった。すなわち，民間予

防・医療機関は，授業料有償化の学生が「就

業契約」を活用して全員が就業した。少数民

族出身学生の一部は，出身民族の公営，民間

医療機関に「就業契約」を締結して就業した。

しかし，授業料無償化の学生は，公営治療，

医療機関へ「就業契約」なしに就業した。

ロシア連邦における職業教育は，以下の

通り総括できる。

１つ目に，経済発展と職業教育の関連につ

いて，次のことが明らかである。 ⑴ロシア

連邦の職業教育には，旧ソ連邦時代の教育論

理が抜け落ち，「教授・学習と生産労働との

結合」という経済発展と職業教育との関連付

けを基礎とした旧ソ連邦の教育指導原理が形

骸化し継承された。 ⑵サハリン州で見る限

り職業教育の発展は，州経済が「石油ガス採

掘業」中心の経済発展をしてきたことに一定

の影響を受けた。その「石油ガス採掘業」の

発展が，「石油ガス業」周辺の産業や住民生

活に必要な産業に発展し得ない不均衡な経済

発展構造だったので，当該産業に対応した職

業分野中心の専門家養成を指向すればするほ

ど職業教育分野の構造も不均衡になった。

⑶技術進歩と関連して，ロシアの職業教育は，
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「看護師」のような知的職業分野は，施設と

指導者が揃っていたために，技術進歩にもあ

る程度対応できた。しかし，技術的職業分野

は，技術進歩と職業教育内容とがミスマッチ

した。

２つ目に「国家教育スタンダード」政策に

ついて，次のことが明らかである。 ⑴ロシ

ア連邦の職業教育制度と職業資格取得制度

（＝「国家教育スタンダード」）とが，技術的

職業分野は厳格に，そして知的職業分野は，

全体として柔軟に適用した。 ⑵「国家教育

スタンダード」政策の目的の１つである「教

育サービスの質」を保障する点に関し，国は，

病院に併設した「看護師」養成教育機関にお

いて，病院施設の実習での活用を含め，専門

医が病院での治療とともに看護師養成に携

わった。その職業分野を除き，「石油ガス採

掘技術者」養成や「建設技術者」養成に対し

て国が，「教育サービスの質」を保障したか

否かの点については，資料不足のため，検討

課題として残った。また，「教育サービスの

質」保障に直接関連はないが，国は，1999

年の「生産物分与協定」改正で外国投資家と

の合弁およびロシア連邦に進出した石油ガス

関連の多国籍企業に対して，ロシア人労働者

70％を雇用させるという政策を打ち出し，雇

用拡大に一定の影響を及ぼした。 ⑶「国家

教育スタンダード」専門資格分野に対する各

職業教育機関の選択幅の柔軟化に関して，専

門資格水準差では， がテーフニクムよ

り硬直化していた。同時に，選択幅の柔軟化

には，地域差も関連した。授業時間数では，

全体として硬直化，選択科目分野では，地域

の実情を取り入れながら柔軟化した科目選択

をしていた。

３つ目に「就業契約」政策について，次の

ことが明らかである。 ⑴「就業契約」政策

は，企業業種（職業分野）に対応する職業専

門分野に偏りがあった。「就業契約」政策は，

専門性が高く，相対的に給料が高額な知的分

野において，契約実施率が高く，専門性が低

く，相対的に，給料が少ない技術的分野にお

いて，その実施率が低くなった。また，「就

業契約」政策は，1999年授業料有償化開始

後に，全体として急増した。なぜなら，授業

料有償化の学生にとっては，授業料免除とい

う「就業契約」を締結する具体的メリットが

発生したからである。 ⑵「就業契約」政策

は，企業規模や資本の違い，および，企業所

有権形態によって異なっていた。企業規模や

資本について，「就業契約」を締結し得る地

元民間企業は，中規模「建設業」企業が多

かった。また，企業所有権形態について，

「就業契約」を締結し得る企業は，ロシア大

規模民間「石油ガス業」企業傘下の子会社，

および，中規模民間「建設業」企業であった。

公営，民間小規模医療機関では，少数民族出

身の「看護師」にのみ「就業契約」政策を実

施した。外資企業では，「就業契約」政策を

実施しなかった。なぜなら，外資企業は，

「就業契約」政策の必要性がないと考え，技

術進歩に対応できるように企業内研修を充実

させようとしていたからである。

ロシアの経済構造転換期における職業教

育の課題を論理的に整理すれば，以下のよ

うになる。

多国籍企業の石油と天然ガスに対するグ

ローバルな資本投資は，サハリン州に限らず

利潤の殆どを外国の親会社に吸い上げられて

しまい，かつ，地域経済の不均衡を増大させ

てしまう。外資導入による「石油ガス業」一

辺倒の経済発展という州経済発展目標が，将

来や経済全体の発展を考えてのバランスある

もの，そして，「石油ガス採掘業」以外の雇

用拡大に繫がり得る石油精製や石油化学のよ

うな第２次加工産業や教育，保健，福祉と
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いった住民の生活基盤に関わるサービス産業

になり得ないからである。

職業教育が「石油ガス業」だけの発展を志

向すれば，経済発展に関連付けられた職業教

育も不均衡な発展をせざるを得ない。しかし，

職業教育機関は，多国籍企業やロシア連邦の

大企業を中心とした市場要求による目標を達

成しようとするだけでは不十分なのである。

職業教育機関は，自力更正にも目を向けた地

域経済のバランスある発展を志向するように

転換しなければならない。その点では，労働

力の再生産に繫がる「看護師」養成が，バラ

ンスある発展に寄与していると言える。但し，

「看護師」養成で「国家教育スタンダード」

政策と「就業契約」政策を機能的に作用させ

たことが，石油ガス開発関連の専門家養成，

および，「建設技術者」養成に対し，単純に

適用できるとは限らない。

ところで，ロシア連邦は，労働者間でも，

地域間でも所得格差が著しい社会である。大

都市部以外では，州のように外国資本に依存

せざるを得ない地域が殆どである。従って，

州のような地方は，外国資本に代わる中央政

府の財政援助がどうしても欠かせない。

問題は，その財政援助をどの産業分野にど

れ位活用すべきかである。中央の財政援助を

当面活用しながら，将来的な自力更正にも目

を向けた地域経済のバランスある発展を志向

するなら，教育により多く活用すべきである。

例えば，職業教育機関は，「石油ガス業」か

ら獲得された利潤を雇用拡大に繫がり得る石

油精製や石油化学のような将来の第２次加工

産業発展のために必要な専門家を育成する。

あるいは，石油ガス採掘や輸送中の事故や災

害による自然破壊防止のための環境教育の充

実を図る。また，運輸業や商業のような付加

価値の高い産業，そして，教育，保健，福祉

といった住民の生活基盤に関わるサービス産

業発展のために必要な専門家を育成する。

また，国は，政策として次の２つを変えて

いく必要がある。

１つに，経済発展の職業教育における不均

衡を解消させるために，国は，市場要求と職

業教育内容とを調節する役割を担った「国家

教育スタンダード」の運用を地域の実状を考

慮したより柔軟なものに変える。

職業教育機関が市場要求による目標を達成

できない理由は，「石油ガス採掘業」で要求

される新しい諸工法が，サハリン州において，

専門資格水準の違いから専門家に習得させる

ことができないからであった。そればかりで

なく，「石油ガス採掘業」で要求される新し

い技術と職業教育機関の教育内容の格差，す

なわち，施設，設備および指導者の不在と技

術水準，が大きすぎた。場合によっては，

テーフニクムに技師の資格水準の内容を学習

させることも可能にすべきである。

２つに，国は，専門家の専門資格（＝免

許）取得の基本的要件を変えずに，教育機関

で実施している免許更新や上級免許取得のた

めの研修形態の一部として「就業契約」によ

るインターンシップや企業・組織内研修を以

下の通り，認めていくべきである。

「就業契約」政策の機能の１つは，地方自

治体が，地域経済に飽和状態の職業，あるい

は，地域経済に本来必要な住民の生活向上の

ための職業へのシフトを計画的に実施するこ

とである。しかし，「就業契約」政策を成立

させる前提条件である地域経済に関わる全て

の業種，規模，および，所有権形態の企業・

組織の契約への参加が崩れた。その結果，上

記の通り「就業契約」数が少なく，職業分野

によって契約数の差が著しく，その機能を果

たせなくなった。

そこで，国は，学生に対する動機付けとし

て，「就業契約」を締結し，当該契約企業・

組織に就業した専門家に対して，修学中の企

業・組織におけるインターンシップを免許更

新のための基礎要件に含める。その基礎要件

を満たした専門家は，就業後，当該専門分野
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の免許更新のための教育機関における研修期

間が短縮される。

また，大企業，特に外資系企業は，「就業

契約」政策の必要性がないと考え，技術進歩

に対応できるように企業内研修を充実させよ

うとしている。国は，そうした企業内研修を

上級免許取得のための基礎資格要件として位

置付ける。すなわち，専門家が一定時間の研

修を終えれば，教育機関は，専門家の上級免

許取得のための教育機関における授業時数を

短縮，あるいは，専門分野の研修内容に応じ

て，授業を一部免除することを認める。

結局，現代ロシアの硬直した職業教育は，

経済発展に対応していない。職業教育の硬直

化を打破する必要がある。そのためには，

「国家教育スタンダード」を柔軟に運用しつ

つ，職業教育機関と非職業教育機関（OJT

を実施している企業など）とが補完し合いな

がら，職業教育を展開していく必要がある。

同時に，職業教育機関の「教育サービスの

質」向上にとっては，国の財政支援が欠かせ

ない。上記３つが，ロシア職業教育の現代的

課題解決の方法であり，その方法を実行して

いく中でこそ，職業教育と経済発展のずれも

縮まっていくのである。

過去のロシア国内外におけるロシアの職

業教育研究に対して，私が，新たに解明し，

あるいは，付け加えた点は，以下の通りで

ある。

シピツィンは，ロシアの経済構造転換期に

おいて，旧ソ連邦の「労働教育」が，ロシア

連邦の設計技師養成のための「職業教育」を

経て，今日の「情報職業技術教育」に至った，

と指摘した。シピツィンは，経済発展と職業

教育との関連を説明したが，職業教育が経済

発展の糧となる技術進歩に対し必然的に遅れ

が生じるという問題への方策を検討しなかっ

た。そこで私は，ロシアにおける経済発展と

職業教育との関連を定義し，職業教育が経済

発展の糧となる技術進歩に対し遅れるという

課題，および，その課題克服のための方策に

ついても検討した。経済発展と職業教育との

関連にとって必要不可欠な要素は，「技術進

歩」と「教育サービスの質の向上」である。

私は，２つの要素を含めた今日的な定義を次

の通り定めた。職業教育とは，「教育者が，

現実の経済にとって有意味な職業分野に対応

する将来の専門家に対し，知識の探求，獲得，

および，熟練技術の発展と関連付けられた活

動能力を育て支援すること」である。

ボチャローヴァは，職業教育機関でしか職

業専門資格を取得できないというロシアの伝

統的な職業教育制度に留まりながら，「国家

教育スタンダード」を国際専門資格標準や市

場要求に適合させようとした。それに対し，

私は，この職業と専門資格取得との適合を維

持しつつ，職業教育機関以外での職業専門資

格取得の可能性，および，「国家教育スタン

ダード」の職業専門資格一覧表を地域経済側

に，より柔軟に適合するよう運用面にも踏み

込んで検討をした。具体的には，「石油ガス

採掘技術者」，「建設技術者」および，「看護

師」という３つの職業分野を抽出し，それぞ

れの職業分野の実態が，「国家教育スタン

ダード」に適合したか否かについて，検討し

た。また，そうした人材養成の過程だけでな

く，その結果としての就職との関連，すなわ

ち，労働市場に対する需要と供給の両面の一

部をも解明したのである。

ボチャローヴァに対し，クジミーノフは，

「専門家養成は，実践的な熟練技能の習得を

志向する。他方で，専門家養成において，熟

練内容が複雑になればなるほど，人格水準の

向上がますます求められ，さらに実践的な経

験が必要になる」と述べ，技術進歩と職業教

育とのずれを縮めるために，企業研修のよう

な私的教育機関を含めて職業教育が実施され
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る必要があると提起した。但し，クジミーノ

フは，高等専門教育における専門家養成に関

して，私的教育機関を含む職業教育の実施を

提起したのであって，初・中等専門教育の人

材養成について述べてはいない。私は，クジ

ミーノフに示唆を受け，彼の提案が，初・中

等専門教育の人材養成にも応用できると考え

た。そこで，本論文では，職業教育は，学校

以外で行われる非形式的教育や職場や工場で

の非組織的学習によっても実施されるべきで

ある。同時に，「国家教育スタンダード」が，

経済発展と関連付けられた職業教育制度に対

し柔軟に適用されるべきである，ということ

を指摘した。

ロシア国内外の研究者が，1993－1995年

間の「職業配分」政策から「就業契約」政策

への移行過程について研究した文献は，（私

の調査した限りで）存在しなかった。相原が

1992年までの制約された資料を活用しつつ，

「補遺」論文で指摘したロシア連邦の「職業

配分」政策から「経済契約」までの移行過程

を，私は，紹介した。それにより，1993－

1995年間に旧ソ連邦時代の「職業配分」政

策が1995年に定められた「就業契約」政策

へどのように移行したかについて，以下の通

り，補足することができた。1991年の旧ソ

連邦崩壊以後1994年まで，「職業配分」政策

の形態が残されたが，サハリン州では，ほと

んど機能しなかった。1991－1994年間に，

州において，性急な市場経済導入により，次

第に労働市場形成が明らかになるに従って，

「職業配分」政策は，その機能を失いつつ

あった。その結果，1995年の「国家教育ス

タンダード」施行後，「職業配分」政策は，

法律面，運用面で「就業契約」政策に移行し

たのである。本論文では，その移行時期と概

要を補足したばかりでなく，「就業契約」政

策の法律的基盤およびその運用方法，「就業

契約」の３つの職業分野（＝「石油ガス採掘

技術者」，「建設技術者」，および，「看護師」）

における実態についても検討した。

タンボフツェフは，「就業契約」を万能な

政策とはせず，その政策を充実していけば，

教育サービスの提供はより複雑化し，「就業

契約」が必ずしも当該企業への就業も賃金水

準も保障しないことを指摘した。但し，タン

ボフツェフは，具体的な事例分析を行なわず，

観念的に述べているに過ぎなかった。それに

対し，私は，高給を保障される専門的職業分

野である「石油ガス採掘技術者」養成，およ

び，相対的に給与が低い「看護師」養成分野

の両方の事例を検討した。

州職業教育は，職業資格取得制度と職業教

育とを厳格に結びつけたまま，「教授・学習

と生産労働の結合」という経済発展と職業教

育との関連付けを基礎とした旧ソ連邦の教育

指導原理を形骸化し，継承している。換言す

れば，州職業教育は，職業資格取得制度と職

業教育それぞれに，相対的独自性を持たせる

ことも，関連させ合うこともなく，「国家教

育スタンダード」政策と「就業契約」政策を

導入した。その結果，両政策に関連した課題

に以下の通り問題が集中してしまったのでは

ないか。その考えに基づき，私は，ロシア連

邦の職業教育を基礎としたロシアの経済構造

転換期における職業教育の典型的課題は，

「国家教育スタンダード」政策，および，「就

業契約」政策であることを解明した。

本論文での両政策に関する具体的な事例検

討によって，「石油ガス採掘技術者」および

「建設技術者」養成では，「国家教育スタン

ダード」に対して，職業と職業資格とのほぼ

完全な適合が要求され，技術進歩と職業教育

内容とのミスマッチが拡大した。ところが，

「看護師」養成について，職業と職業資格は，

むしろ，それぞれ相対的に独自性を持ちなが

ら，より柔軟に関連させることができたため

に，技術進歩と職業教育内容がより適合した。

私は，その理由について， ⑴病院施設に隣

接したところにテーフニクムが存在したとい
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う地理的有利さ，および， ⑵その病院の最

先端医療を実施している現職医師が，同時に，

テーフニクム講師となって学生を指導したと

いう人材活用の有意性であったことも解明し

た。

Ｖ 本研究に対して，私が，解明し得ず，課

題として残した点は，以下の通りである。

本研究は，ロシアの経済構造転換期におけ

る職業教育の課題について検討した。但し，

具体的な検討対象は，基本的にサハリン州に

限定されたので，必ずしも，州を越えて一般

化できるものではない。地域経済発展と教育

分野における職業教育政策の２つ（＝「国家

教育スタンダード」政策と「就業契約」政

策）との関連を検討するにしても，州，共和

国，および，自治管区相互の労働力移動が制

限された旧ソ連邦時代と異なり，比較的移動

が自由なロシア連邦のサハリン州では，状況

が異なる。そういう検討対象の限定と労働市

場の状況の違いを踏まえて，ロシアの経済構

造転換期における職業教育の課題をロシア連

邦全体に普遍化することは，本論文の研究計

画圏外に属するものである。重要なことは，

計画経済から性急な市場経済導入へと経済構

造が転換された時期において，州の経済成長

を支えた労働市場に53％の専門家を輩出し

てきたのが，間切れも無く ・テーフニ

クムであり，そして，それら職業教育機関の

人材養成過程と結果が「国家教育スタンダー

ド」と「就業契約」両政策に依拠しているこ

とを説明することであった。

こうした前提において，私が本研究で課題

として残した点は，労働市場に残った47％

を占める高等専門教育機関により輩出された

専門家養成の実態に関して，「国家教育スタ

ンダード」と「就業契約」の両政策を検討す

ることである。同時に，職業教育の３分野

（＝「石油ガス採掘業技術者」，「建設技術者」，

および，「看護師」，以下同様）を除く，他の

職業分野の職業教育機関での職業教育過程と

結果の検討である。特に，「保健」分野にお

ける医師は，大陸の都市における高等専門教

育機関でしか養成できない。その点で，州の

医療テーフニクム出身者が，大陸の高等専門

医療機関で，医師資格を取得した後，州へ戻

る事例，あるいは，他地域から州への医師の

労働力移動に関する事例を検討する必要があ

る。

また，「就業契約」政策に基づき就業した

上記職業教育の３分野の各専門家が，企業・

組織内で，どのように活動し，契約を更新し

ていくか，それとも，中途で針路変更を余儀

なくされるのか，についての実態を企業・組

織から聞き取り調査する必要がある。「就業

契約」政策による州職業教育機関の人材養成

の結果を調査することにより，労働市場に対

する需要と供給の関連がさらに明らかになる。
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資料 表１ ロシア連邦国立中等専門教育機関数（学年度初)

学年度／項目 学校数 在籍学生数，千人 全日制 夜間制 通信制 飛び級制 人口１万人中の学生数

1914 297 35.4 35.4 4

1927(12月15日現在) 672 123.2 123.2 10

1940/41 2,188 593.9 498.2 95.7 53

1950/51 2,005 810 695.2 114.8 79

1960/61 1,961 1,260.3 631.8 266.9 361.6 104

1970/71 2,423 2,606.2 1,451.8 434.5 720 199

1975/76 2,483 2,693.1 1,606.9 349.1 737.1 200

1980/81 2,505 2,641.6 1,579.3 338.8 723.4 190

1985/86 2,566 2,478.3 1,535.9 261.4 681 172

1990/91 2,603 2,270 1,514.5 163.8 591.7 153

1991/92 2,605 2,201.9 1,500.4 142 559.5 148

1992/93 2,609 2,089.9 1,441.9 115.8 532.2 141

1993/94 2,607 1,993.8 1,398.4 98.3 497.1 134

1994/95 2,574 1,870.8 1,323.7 90.4 456.7 127

1995/96 2,612 1,923.3 1,377.2 90.6 455.3 0.2 130

1996/97 2,608 1,975.8 1,434 90.2 451.3 0.3 134

1997/98 2,593 2,011.1 1,473.2 90 447.4 0.5 137

1998/99 2,584 2,051.6 1,522.2 87.4 440.7 1.3 141

1999/2000 2,576 2,147.3 1,598.9 86.2 459.3 2.9 148

2000/01 2,589 2,308.6 1,697.6 86.9 519.2 4.9 160

2004年９月28日，«http://stat.edu.ru/scr/db.cgi?act＝listDB&t＝2 5 2&ttype＝2&Field＝All»より。
備考）資料について，ロシア語の原典では，数の三桁ごとの位取りをコンマ「，」でなく一文字分のスペースで，

小数点をピリオド「．」でなくコンマ「，」（ロシア語で という）で標記する。しかし，本論文では，
資料の読みやすさを考え，数の三桁ごとの位取りをコンマ「，」に，小数点をピリオド「．」に統一した（以
下，同様）。
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資料 表２ ロシア連邦専攻分野別国立中等専門教育機関専門家数（千人)

専門／年 1990 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

専門家総数 636.6 473 494 537.9 544.8 563.2 567.7 593.2 646.4 670.7

その内，

自然科学 1.1 0.9 0.7 0.7 0.6 0.5 0.5 0.5 0.4 0.4

人文社会科学 2.5 11.8 16 22.3 28.4 37.5 46.2 55.8 68.2 68.1

教育 82.2 72.7 68.3 65.9 66.1 69.8 70.3 67.9 66.5 63.4

保健 99.6 69.3 61.1 65.1 68.8 61.4 66.5 68.1 69.2 69.1

文化・芸術 23.5 18.9 18.9 18.6 17.8 18.3 17.8 17.5 17.8 18

経済学と管理 123.6 121 141.2 154 161.6 175.3 163.1 178.4 193 199.3

地質学と有用鉱物の調査 2.3 0.8 0.7 0.7 0.6 0.7 0.7 0.8 0.7 0.8

有用鉱物の採掘業 6.2 3.6 4 4.3 3.6 3.8 4.1 3.5 4 4.4

エネルギー論 4.4 2.7 3.1 4.8 4.7 4.9 5 5.6 6.7 7.1

冶金工業 5.2 3.1 3 3 2.6 2.7 2.8 2.7 2.6 3.1

機械製作と金属加工業 46 16.7 17.2 18.9 17.1 16.2 15.8 14.8 15.7 16.1

光学器械と設備 26.9 23.7 27.2 33 31.9 32.1 33.8 34.8 41.1 46

電気工学 13.1 8.6 10 11.9 11.1 11.8 11.5 11.5 12.7 13.1

(精密，電気，および，光学）

器械製作業
3.9 1.1 1 0.9 0.8 0.8 0.7 0.8 0.9 0.9

電子工学と無線技術，および，

通信業
20.1 10.3 11.2 12 12.1 12 12 11.4 11.7 12.3

オートメーション技術と管理 17.7 6.8 7 7.5 7.3 7.3 7.1 6.7 7.4 7.7

情報とコンピューター，および，

計算技術
13.9 7.2 7 8.3 8 7.9 9.1 11.4 14.6 17.4

運輸業の活用 12.7 8.8 9.7 10.1 10.8 11.2 11.9 11.7 12.5 13.8

化学技術 8 5.6 5.3 5 4.7 4.8 4.6 4.4 4.6 5

食料生産技術 7.5 11.3 10 10 9.6 9 10 10.5 13.3 16

消費財（生産）技術 12.3 8.8 8.5 8.7 8.4 8 6.6 6.4 8.3 9.2

建設業と建築 33.2 21.7 23.4 27.1 26.1 26.7 27 26.8 30.1 32.9

農業と漁業 59.8 28.7 30.8 35.4 32.2 29.8 29.4 29.5 30.1 30.3

その他 10.9 8.9 8.7 9.7 9.9 10.7 11.2 11.7 14.3 16.1

2005年８月11日，«http://stat.edu.ru/scr/db.cgi?
act＝listDB&t＝2 5 14&ttype＝2&Field＝All»，より。
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資料 表３ 1990－2000年サハリン州の就業構造（年平均就業者数)

項目／年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

サハリン州経済

活動人口
454.00 455.00 391.80 398.60 377.40 331.10 323.20 328.70 317.70 326.00 322.10

就業者数 395.00 376.00 362.40 367.80 341.80 290.10 283.80 278.50 265.30 261.90 280.00

失業者 59.00 79.00 29.40 30.80 35.60 41.00 39.40 50.20 52.40 64.10 42.10

失業率（％） 13.00 17.36 7.50 7.73 9.43 12.38 12.19 15.27 16.49 19.66 13.10

表３は，下記資料・典拠より。
１)1990年と1991年のサハリン州の就業者は，

，但し，1990年と1991年の失業者には，学生数を含む，
２)1992－1994年は，同上 10，より，
３)1995－2000年は， XXI

資料 表４ 1990－2000年サハリン州の経済分野別就業構造（年平均就業者数，千人)

項目／年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

全体 395.30 375.60 362.40 367.80 341.80 290.10 283.80 278.50 265.30 261.90

鉱工業 105.90 104.70 107.00 105.70 94.40 82.90 76.80 63.40 67.00 66.00

農業 18.30 19.30 20.50 27.40 16.80 14.20 12.80 14.50 12.30 12.30

林業 1.90 1.90 1.80 1.80 2.50 2.00 2.00 1.70 1.70 1.70

建設業 56.00 55.00 38.50 49.60 41.70 26.70 19.40 20.20 15.90 14.30

運輸業 33.60 26.90 25.50 20.90 21.30
44.30 42.90 43.10 41.50 41.90

通信業 6.20 6.60 5.90 5.50 5.40

商業・公共食堂 41.80 38.70 38.40 40.40 40.90 25.60 29.20 44.10 45.30 43.10

情報サービス業 0.90 0.60 0.50 0.30 0.20 0.20 0.20 0.10 0.20 0.40

補給・販売・調達 － － 0.30 0.30 0.50 0.30 0.50 0.60 0.40 0.80

住宅・公営事業・住民有

料サービス業
22.00 19.30 22.10 19.30 19.30 18.60 19.60 19.70 18.60 18.70

保建・体育・社会保障 24.00 23.20 24.90 21.00 22.90 21.10 21.50 20.00 20.50 20.40

教育 31.70 28.90 27.90 26.80 23.40 22.60

文化・芸術

⎫
｜
⎬
｜
⎭

40.80

⎫
｜
⎬
｜
⎭

40.20

⎫
｜
⎬
｜
⎭

37.80

⎫
｜
⎬
｜
⎭

36.70 6.00 5.50 5.50 5.00 4.60 4.90

科学・科学サービス業 1.60 1.60 1.70 1.90 1.30 1.10

財政・信用・保険業 3.00 3.10 3.80 4.10 3.90 4.10 3.50 2.90 2.80 2.70

管理 11.50 12.10 7.80 8.20 9.50 11.10 16.50 16.20 17.30 18.10

その他 24.90 14.60 15.90 11.50 8.00 7.50 13.20 10.00 7.60 8.10

備考）
１）「その他」は，社会団体管理他の値である。
表４は，下記資料・典拠より。
１）1990－1999年の就業者は，
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